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東洋大学PPPスクール
東洋大学大学院経済学研究科公民連携専攻

１ 世界で唯一のPPP修士学位認定大学院
修了時に「修士（公民連携）」が取得可能。世界で唯一の”Master of PPP”と
して認定されます。

２ 理論から実践へのすべてをカバー
理論を知らないと応用できません。実践できない理論には意味がありません。
PPPスクールでは、PPP理論、経済、経営、金融、まちづくりなど幅広い分野の理
論をカバーするとともに、現場プロジェクトへ参加できる地域再生支援プログラ
ムなど実践機会を提供します。

３ 「いつでも、どこでも、何度でも」
平日はバーチャルユニバーシティとしてすべてリモート講義となります。オンデ
マンド科目も含めて録画ビデオを自由に閲覧し、時間の制約なしに受講できます。
地方圏居住者・社会人に最適化したプログラムです。

４ 全国・世界で活躍する人材との人脈づくり
専攻の修了生はすでに全国・世界のPPPの現場で活躍しています。土曜日は、修
了生やPPP専門家がゲストとして登場する対面科目が集中的に配置されます。

５ 全国・世界のPPP研究をけん引
海外の最新のPPP事例の紹介、インフラ老朽化問題と対策、2030年以降の
nextSDGsへの参画など全国・世界のPPP研究をけん引しています。

pppschool.jp

PPPスクールオンライン説明会
10月24日（火）、10月28日（土）、
11月16日（木）、11月23日（祝）
各回とも1215~1245、内容は同一

説明会参加
お申し込み



インフラ種類 典型的な障害 事故例

建築物 雨漏り、部品・部材劣化⇒外壁剥落・天井崩落 宇土市役所全壊（2016年）

道路・道路付帯物 舗装劣化・損傷⇒陥没 横浜市歩道橋破損（2015年）

橋りょう 部品・部材落下⇒崩落 浜松市第一弁天橋倒壊（2013年）

トンネル 部品・部材落下⇒崩壊 笹子トンネル天井板崩落（2012年）

水道 破損⇒破裂⇒断水・溢水
配水管事故年間2万件
京都市水道管破裂（2014年）

下水道 破損⇒地中空洞⇒道路陥没
下水道起因道路陥没事故年間3千件
大分市市道崩落（2014年）

コンクリートブロック 倒壊 大阪北部地震コンクリートブロック塀倒壊（2018年）

１ インフラ老朽化により何が起きるか



２ 老朽化問題の原因⇒政策転換
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インフラ長寿命化基本計画
公共施設等総合管理計画

橋りょう

年間300本分の予算で、1万
本の橋をかけ替えることは
できない

老朽化は予見可能で事故は避けることができるはず

先進国中最悪の財政状態
一般政府負債残高÷個人金融資産残高
1994年 36% ⇒ 2021年 73％

現在のインフラを同量維持するには年間
12.9兆円、毎年確保する必要あり
消費税率換算7.8%引き上げに相当

老朽化による更新投資が必要

期間の長期性（10年以上）
対象の網羅性（公共施設、土木インフラ全体）
手段の総合性（統廃合も含む）

国土交通省資料

講師作成



３ 公共施設等総合管理計画の標準モデル

対策の種類 公共施設（建築物） 土木インフラ

特徴
施設には公共性はない。施設と機能の分離が
必要。

インフラに公共性があり、削減すると
サービスが低下する。

現状のイン
フラを前提
にする方法

機能を維持して
量を削減する方
法

●広域化（他自治体と共同設置）
●ソフト化（民営化、民間利用）
●集約化（統廃合）
●共用化（学校・地域で共用）
●多機能化（複合施設を設置）

●間引き（歩道橋の廃止など）

量を維持して費
用を削減する方
法

●LCC（ライフサイクルコスト削減）
・予防保全（事後保全費用が節約されLCCは削減される）
・リスク・ベース・マネジメント（RBM）：重要度に応じて管理水準を変える（例：
道路舗装（本来は15年に1回）の頻度を、30~50年に1回に削減）

新しいイン
フラに変更
する方法

施 設 や ネ ッ ト
ワークを使わな
い方法

●分散処理（例：下水道における公共下水道と集落排水・合併処理浄化槽、水道にお
ける上水道と地下水専用水道）
●デリバリー（配達、例：給水車、移動図書館、訪問診療など）
●バーチャル化（IT利用、例：電子図書館、遠隔医療、遠隔教育など）

サービスの受け
手が移動する方
法

●移転・集住（コンパクトシティ、高台移転など）

収入を増やす方法
●利用料収入増加
●公的不動産

あらゆるシーンにPPP/PFIが適用可能講師作成



ソフト化（佐倉市学校プール）

稼働率の低い学校プールを廃止し、民間ス
ポーツ施設で授業を実施する。

ソフト化（千代田区生涯学習バウチャー制度）

民間の教室に通ってもらい補助金を出す

ソフト化（宮代町集会所自治会移転）

集会所を自治会に無償譲渡して以降の維持管理を委
ねる。

集約化（夕張市学校統廃合）

小中学校9校を小中各１校に統合
廃校舎はすべて民間に無償で貸出し50名の雇用
創出（人口比

共用化（和光市わぴあ）

複合施設の温水プールを小学校が利用。PFIで
スポーツ企業が運営。

多機能化（市川第七中学校）

中学校と保育所、デイサービス、ケアハウス、文
化ホールを複合化（PFI)。

４ 問題解決の事例

予防保全（地中点検診断）

地中の空洞を検知。老朽下水道に起因する陥没は年
間3千件以上。

リスクベース・メンテナンス

点検するのではなく、ビッグデータから劣化
状況を予測し、点検箇所を絞り込む。

予防保全（建築物外壁のドローン点検）

建築基準法12条の法定点検をドローンにて実施

工期の大幅な短縮とコストの引き下げを実現

公共施設保全業務包括委託

広島県廿日市市の事例

土木インフラ保全業務包括委託

東京都府中市道路等包括管理事業

都市公園・緑地包括委託

群馬県館林市の事例

デリバリー（訪問診療） バーチャル化（オンライン診療） バーチャル化（遠隔教育）

診療所＋小規模多機能型居宅介護（訪問医療、
訪問介護、デイサービス、グループホーム）と
の組み合わせ。

公的不動産

東京都渋谷区役所。余剰地を賃貸することでそ
の地代で実質的に建替費用を不要とした。

LABV（Local Asset Backed Vehicle）

山陽小野田市。市、提案者が共同出資する合同会社
が事業を実施する。

公民合築

岩手県紫波町 オガールプラザ。民間施設から
の地代収入で、図書館の維持管理を行う。

コロナ渦を契機に導入され、急速に普及している。 遠隔教育特例高制度により、受信側に専門教員
は不要。専門性はオンライン教育で補っている。



施設名称
道の駅伊豆
ゲートウエイ
函南

城下小宿糀や
だて歴史の杜
食育センター

柳島スポーツ
公園

ハグ・テラス
よつ葉アリー

ナ十勝

ジャンル 道の駅 歴史的建造物 給食センター スポーツ公園 子育て支援住宅 体育館

事業所在地 静岡県函南町 岡山県津山市 北海道伊達市
神奈川県茅ケ
崎市

鹿児島県鹿屋市 北海道帯広市

代表企業 加和太建設
ホテルニュー
アワジグルー

プ
日総 亀井工業 三光建設

ユーミーコー
ポレーション

オカモト（パ
ブリック・ビ
ジネス・カン
パニー）

本社所在地 静岡県三島市 兵庫県洲本市 札幌市
神奈川県茅ケ

崎市
鹿屋市 鹿児島市 北海道帯広市

資本金 0.4億円 0.2億円 0.2億円 0.5億円 0.2億円 0.5億円
0.5億円
（全体）

従業員数 318人 1,650人 約2,800人 350人 10人 329人
4,381人
（全体）

年商 150億円 163億円 120億円 約100億円 4億円 116億円
1,516億円
（全体）

提案時点での
PPP実績

なし 不明 なし 不明 なし あり あり

５ ローカルPFI事例の代表企業一覧

①市町村内にこだわる必要なし
②業種はさまざま
③年商100億円以上あると対応力がある
④PPP実績は不要

講師作成



将来

現状

●地域内に公共施設がばらまかれている
●土木インフラは全域をカバーせざるを得ないが、漏れが生じる。
●膨大なインフラで不完全なサービスが提供されている。
●老朽化が進めば、さらにこの傾向が強まる。住民の生命や財産の安全が損
なわれる。

●公共施設は拠点に集約化する。
●需要密度が上がり民間投資が誘発される。
●無理に移転は求めない。
●周辺部に残る住民のためには、リスクベースマネジメント、分散処理、デ
リバリー、バーチャル化を実施する。施設やネットワークインフラではない
が、別の方法によって、公共サービスは維持される。
●相対的に少ないインフラで、豊かなサービスが提供されている。

６ 将来はどういう社会になるのか まちづくりを根底から考える必要がある

講師作成



７ー１ 個別論点 ①公共施設再編

人口が少ないほど人
口一人当たり公共施
設延床面積は多くな
るのは自然だが、同
程度の人口規模でも、
人口一人当たり公共
施設延床面積に大き
な差がある例が多い。

市町村によって状況
が異なるということ
であり、同規模の団
体より著しく大きい
場合は抜本的な変革
が必要ではないか。

差の原因には公営住
宅のウエイトの大小
がある。
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日本全体でコンパクト拠点を決めるシミュレーションを実施
（公立小学校のうち将来も適正規模を維持できると試算できる場所
を拠点として設定）

全国に10,000カ所設置
各々が10,000人の後背人口を有し
計1億人の人口を支える

それぞれの拠点には、
役所、商業施設、学校、医療福祉等の
機能を設置できる
つまり日常生活の99％は維持できる

そのような拠点が大都市だけでなく
地方圏にも確実に残る
周辺部から拠点に通えば99%の用は足りる
（半径30㎞であれば車で1時間以内に
アクセス可能（スクールバスの許容要件））

すべてを現状のまま維持しようとすると、全部維持できず、結果的
には大都市に人が動かざるを得なくなる

しかし、拠点を残せば、現在の常住地に住み続けることも可能
結果的に地域の切り捨てではなく、地域を守ることになる

７ー２ 個別論点 ②コンパクト化

五家
荘

半径30㎞
同心円

九州・沖縄では熊本五家荘エリアを除いては、すべて半径30km圏にカ
バーされる。

講師作成根本祐二「人口減少時代における地域拠点設定とインフラ整備のあり方に関する考察 －
学校統廃合シミュレーションに基づく試算結果－」東洋大学PPP研究センター紀要8号
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